
＜その他、取組に特徴のある事例＞

○集落一丸となった農業生産基盤対策

１．集落協定の概要

市町村･協定名 岐阜県中津川市阿木 野内
なかつがわし あ ぎ のうち

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
15ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 0％
320万円 共同取組活動 鳥獣害防止対策費 26.0％

（100％） 農業用水改修事業 12.5％
道水路・電気牧柵管理費 51.6％
租税 6.5％
事務費 3.4％

協定参加者 農業者31人

２．取組に至る経緯

本集落は水稲を基幹とした兼業農家が主な小集落である。他の地区同様農業者の高齢

化による担い手不足や、鳥獣害による耕作意欲の低下・さらに農地の未圃場整備などに

より農地の遊休化など様々な問題を抱えている。

このような状況で、本地区においては、協定参加者全員で協定の対象となる農用地の

有効利用と農業経営を図り、住みよいまちづくりに努めることとした。

３．取組の内容

協定参加者の農業意欲を向上するために、当集落においては必要不可欠の総延長

２.８㌔、江戸後期完成の水路の改修事業を計画的に行うこととした。

また、獣害、特にイノシシの害に対策していくこととし、集落共同作業として、電気

牧柵の設置を行った。



［集落の将来像]
本集落のほとんどの世帯が高齢化であり、兼業農家のため、担い手農家が中心となって水稲の作付け

を行い、維持管理が困難な農家の農用地を受委託によって管理していく。
また、地区外、非農家との連携により道水路の維持管理を実施していく。

［将来像を実現するための活動目標]
高齢化等による作物不作付け地等は、集落において草刈等により管理を行う。・
農用地と一体となった周辺林地の管理を行う。・
遊休農地等の担い手への農地利用集積。・

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理（田15ha） 周辺林地の下草刈り 担い手等への受委託

個別対応 個別対応 農地利用集積
実施2.2ha、目標1ha

水路・農道の管理 景観作物の作付け 共同取組活動
・草刈り（年４回）
・清掃（年３回） 農道清掃の折に非農家と

共同で実施
共同取組活動（非農家含）

共同取組活動

農地法面の定期的な点検

共同取組活動

４．取組による変化と今後の課題等

集落内で定年退職をした者を担い手として、集落内の不耕作地・農地を集積して農地

保全等が若干できるようになった。

集落内に猪よけの電気牧柵を設置できたことにより鳥獣（猪）による農産物の被害が

少なくなった。また、土水路の改良ができた。

今後は、集落内の担い手を中心として､顔の見える農産物の生産を図り、農道、水路

を整備していくとともに地域内の環境美化運動の推進に取り組んでいく。

［平成21年度までの主な成果］
○担い手への農地集積（当初0ha、目標1ha、H21年度実績2.2ha）
○電気牧柵機設置事業（当初7ha、目標15ha、H21年度まで実績15ha）



＜他集落との連携、高齢農家等への支援を実施している事例＞

○近隣集落との連携による獣害対策

１．集落協定の概要

市町村･協定名 岐阜県飛騨市古川町 寺地・笹ヶ洞
ひ だ し ふるかわちよう て ら じ ささがほら

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
28.5ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 33.3 ％
370万円 共同取組活動 役員報酬 4.3％

66.7％ 研修会等 4.1％（ ）
道路・水路管理費 9.5％
農地管理費 23.0％
鳥獣害防止対策費 2.7％
農業農村振興会議拠出 15.4％
その他 7.7％

協定参加者 農業者31人、農業生産法人1

２．取組に至る経緯

・町内の各集落において獣害（イノシシによる被害）は深刻な問題となっていた。

・そこで、寺地・笹ヶ洞集落では獣害対策の取組として、農地の周りに電気柵を設置

する実証実験を行い、効果を得ることができた。

、 、・これにより集落内で電気柵を設置するようになり 被害を減少することができたが

集落そのものが山に囲まれているため、柵をしていない場所が順番に被害を受ける

ようになった。

３．取組の内容

・上記のことから電気柵は農地の周りではなく、集落のまわり（山際）に設置し、集

落を囲んでしまうことで、かなりの効果を得ることができた。

・また、寺地・笹ヶ洞集落と隣接する谷、信包、黒内の各集落協定においてもそれぞ

れ電気柵による獣害対策を行っており、同じ問題を抱えていたことから、隣り合

う集落で連携して集落全体に設置することで地域全体を守る取り組みを行ってい

る。

電気柵設置の様子 山際に電気柵を設置



［集落の将来像]
○ エイドスタッフ（古川町内の農業生産法人）による集落協定内の水稲栽培に係る農作業受託を推進す
るとともに耕作放棄地の減少を図る。

○ 定年帰農者の育成を推進し、また高齢農家との連携等を図ることで、遊休農地の増加を抑制する。
○ 集落内非農家との草刈りによる水路管理を行い、自然への関心及び農業への理解を図り、集落活動へ
の参加を推進する。

○ 飛騨猟友会と連携し鳥獣害防止柵等を設置、農作物への被害を抑制するとともに、生産意欲の向上に
よる生産性の向上及び農家所得の向上を図る。

［将来像を実現するための活動目標]
○ 水路・農道は、年2回の共同取組により維持・管理を実施するとともに必要に応じて水路改修、農道
補修を実施する。

○ 必要に応じて飛騨猟友会と連携し、獣害防止用施設の設置を実施する。
○ エイドスタッフによる作業受託を実施する。
○ 定年帰農者を育成する。
［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 田28.5ha 周辺林地の下草刈り 担い手への農地集積（ ）
（年1回） （新たに1.4ha（5％）の実施、

個別対応及びエイドスタッフ 目標8.5ha)
による利用権設定や農作業受
託

個別対応
共同取組活動

水路・農道の管理
・年2回の水路清掃、水路、 堆きゅう肥の施肥
農道の草刈り （畜産農家との連携によ 子供会による農業体験、収穫祭

・梅雨、台風等の降雨後の見 り牛糞を使用） の実施
回り

共同取組活動 共同取組活動 共同取組活動

４．取組による変化と今後の課題等

・電気柵の設置により獣害は減少した。しかし、冬は雪に覆われるため、秋の撤去と

春の設置を毎年行わなければならない。水路清掃や草刈り作業と同様に集落全員の

協力によって続けていく。

・電気柵によって大きな効果を得ているが、完全に被害が無くなったわけではない。

また、電気柵を設置することで更に別の地域へ移動することが懸念される。町単位

での連携や、猟友会などと協力しながら、檻を利用した捕獲も検討し、数を減らす

対策も考えていきたい。

［平成21年度までの主な成果］
○ 子供会による農業体験（田植、稲刈り体験 、収穫祭の実施）
○ 担い手への利用集積（利用権設定 当初7.1ha、目標8.5ha、H21実績10ha）



＜その他、取組に特徴のある事例＞

○地元小学校との連携による児童の農業体験

１．集落協定の概要

市町村･協定名 岐阜県不破郡垂井町 東岩手第１
ふわぐんたるいちょう ひがしいわでだいいち

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
53.2ha 水稲 - - -

交 付 金 額 個人配分 50％
425万円 共同取組活動 農用地の維持管理活動に要する経費 25％

（50％） 鳥獣害防止対策に要する経費 7％
その他 18％

協定参加者 農業者 93人、１組合（構成員92人）

２．取組に至る経緯

農業者の高齢化による耕作放棄地発生を解消し、将来に渡って持続的な農業生産活動

を実施するために、平成12年度から協定を締結し本制度に取り組むこととなった。

２期対策からの新たな取組として、農業体験を通じ、地域の伝承行事や伝統文化を次

世代に伝えることを目標に、地元小学校と連携して農業体験を行うこととし、作付から

収穫、消費まで一連の活動を行っている。

３．取組の内容

協定内農業者が圃場を提供し、地元の小学校５年生児童が農業体験を行った。平成21

年度はもち米を700㎡で栽培し、収穫量は270kgだった。

収穫後は農業者の指導の下、昔の農機具で脱穀作業を体験し、地域の文化祭で餅つき

を行った。児童たちは生産する楽しさや苦労、そして自分たちで作った物を食べる喜び

を学んだ様子であった。

集落協定代表者は、「今回の農業体験を通じて、児童が農業に関心を持ってもらい、

将来の地域農業の担い手になってくれれば」と話していた。

鎌を手に手際よく刈り取り 足踏式脱穀機で作業を体験



［集落の将来像]
①担い手への農地集積を一層推進するとともに、認定農業者の育成に努力する。
②減農薬減化学肥料による特別栽培米の生産を継続する。
③農地法面へ防草シートを設置するとともに、法面崩壊を未然に防止するために定期的な点検を行う。

［将来像を実現するための活動目標]
①水路・農道は集落協定参加者による共同取組により、維持管理を実施する。
②減農薬減化学肥料による特別栽培米の生産を実施する。
③学校教育等との連携を図り、将来を担う子供たちに農業体験をさせる。

［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理（田53.2ha） 周辺林地の下草刈り 高付加価値型農業の実践
（約0.1ha、年2回） （減農薬減化学肥料による特別

個別対応 栽培米の生産）
共同取組活動

個別対応
水路・農道の管理
・水路17.1km、年1回

清掃、草刈り 認定農業者の育成
・農道3.7km、年2回 草刈り （認定農業者を更に1名確保）

共同取組活動 共同取組活動

農地法面の定期的な点検 認い手集積化
（随時） 電気柵設置による鳥獣害 （集落の認定農業者への利用権

防止対策 設定面積を10%増）
共同取組活動

個別対応 個別対応

４．取組による変化と今後の課題等

本制度に取り組むことにより、農用地において農業生産活動が継続的に行われ、農道

や水路の共同管理の充実、耕作放棄地の発生防止など多様な取組が行われた。

また、周辺林地の管理など営農との一体的な取組のほか、学校教育との連携による児

童の農業体験など、集落の環境整備や将来の担い手育成に寄与する多面的機能を維持・

増進する取組も行われた。

さらに、協定締結を契機に集落内での話し合いが活発化し、地域としての一体感が強

化され、「自分たちの集落は自分たちで守る」という意識が高まった。

今後の課題として、認定農業者等の担い手を育成しつつ、新規就農者の確保に努める

必要がある。

［平成21年度までの主な成果］
○ 地域内における担い手（認定農業者）の育成・確保（平成21年４月現在 ６人、１組織）
○ 電気柵の設置による鳥獣害の減少



＜機械・農作業の共同化を実施している事例＞

○共同作業による水稲の病害虫防除・集落ぐるみの農地保

全と農作業体験を通じた食育活動

１．集落協定の概要
いびぐん いびがわちょう

市町村･協定名 岐阜県揖斐郡揖斐川町 広瀬北
ひろせきた

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
4.9ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 0％
103万円 共同取組活動 農用地の維持管理等 100％

協定参加者 農業者15人、学校1（坂内小学校）

２．取組に至る経緯

広瀬北区は、当町の市街地から25ｋｍ北西に位置しており、急峻な山々に囲まれ

た坂内地区の中心部に位置する。

ほ場は、昭和年間の耕地整理により、５ｈａ区画に整理されたが、１ほ場の面積

は平均20ａ程度の典型的な中山間地であり、大きな畦畔の管理と農作物の獣害に苦

慮していた。このような中、集落では直接支払交付金を活用して農業生産における

条件不利の解消、農地の保全、農業用水等の管理に積極的に取り組むこととなった。

３．取組の内容

当地区においては、イノシシによる農作物被害が多発していたため、平成12年度か

ら中山間地域等直接支払交付金を活用して圃場の全域に電気柵を設けた。また、漏電

防止として必要な畦畔の草刈り作業を軽減するため、草抑えのマットも導入した。

水稲の病害虫防除については、共同作業により効率化を図り、集落全体で徹底した

防除が行われている。

さらに、体験農園のためのほ場を準備し、地元小学生による餅米の栽培も行ってい

る。春の田植えと秋の稲刈り、餅つきと試食を体験することにより農業者と児童の交

流が深まり、食育が実践されている。

今後は、高齢化による耕作放棄地の増加が懸念されることから、認定農業者や営農

組合に農地が集積され継続的な営農ができることを検討する段階にある。

抑草マットの設置状況 地元小学生の稲刈り体験



［集落の将来像]
○ 畦畔の電気柵及びその下に敷くマットを整備し、草刈り等の作業を容易にする。
○ 農用地周辺の低木を伐採し、病害虫防除を効率的に行う。
○ 自然生態系の保全学習のため、地元小学生による稲作り体験を実施する。
○ 鳥獣害防止対策を行い、農作物被害防止に努める。
○ 認定農業者と営農組合に利用権設定を行い農地の集積を進める。

［将来像を実現するための活動目標]
○ 共同取組による草刈り（農道：年2回、水路：年2回） ○ 獣害防止電気柵の設置
○ 稲作り体験による自然生態系の保全学習 ○ 病害虫防除の共同化
［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産の体制整備

農地の耕作・管理（田5ha） 自然生態系の保全 農作業の共同化
・地元小学生による農作 病害虫防除を共同で実施
業体験（田植え・稲刈り）

個別対応 ・餅つき体験と試食 共同取組活動

共同取組活動
水路・作業道の管理 農業生産活動の効率化
・水路3km、年1回 獣害防止電気柵の設置

清掃、草刈り 除草における課題の払拭
・農道 年2回 見回り

共同取組活動 共同取組活動

農地法面の定期的な点検
（年2回及び随時）

共同取組活動

４．取組による変化と今後の課題等

電気柵の設置により、有害鳥獣による被害は激減した。

電気柵の下の草刈り作業を軽減する抑草マットは坂内地区では始めて導入され、

その効果が絶大であることから、他の集落でも導入されるようになった。

地元小学生による稲作り体験や餅つき等の開催で集落と小学生の交流が深まった。

今後の課題は、認定農業者と営農組合に農地を集積することで耕作放棄地の未然

防止に努めることである。

[平成21年度までの主な成果]

○ 電気柵の設置や抑草マットの導入、共同防除等の共同活動を積極的に行うことで、集落全体

での効率的な農地保全への意識が高まった。

○ 地元小学生との農作業体験による交流は、児童と農業者がふれあう良い機会となっており、

農業者自身も楽しみとする恒例行事となっている。



＜地場産農産物の加工・販売を実施している例＞

○非農家との交流による連携

１．集落協定の概要

市町村･協定名 愛知県豊田市田津原町 田津原
とよたしたつはらちよう たつはら

協 定 面 積 田（96％） 畑（4％） 草地 採草放牧地
6.6ha 水稲 野菜

交 付 金 額 個人配分 35％
124万円 共同取組活動 農道・水路管理費 10％

（65％） 鳥獣害対策費 16％
農機具共同購入積立 28％
多面的機能増進活動費 2％
役員報酬 6％
その他事務費 3％

協定参加者 農業者 17人

２．取組に至る経緯

田津原集落は、営農戸数18戸で、現在、就農者の内、65歳以上の者の割合が50％に

達している。また、農地の勾配は非常に急で、協定面積の30％が1/5以上の急傾斜地と

なっており、厳しい条件の中で営農活動を行っている。現状では、新規の就農者も当

面見込まれない。

３．取組の内容

・用排水路・農道の維持管理活動及び獣害防止活動を継続的に実施していく。

・耕作放棄の発生を防止し、農用地の活用と維持管理を推進する。

・生産性・収益向上・高齢者営農の支援のため担い手への農作業の委託を推進する。

・加工品としての乾燥野菜の研究を行い、試食と勉強会を実施する。

・地場農産物を活用した加工食品を、地元にある「カントリーレストラン渓流荘」に

おいて販売し、地域の活性化に寄与する。

非農家との交流事業（芋掘り） 乾燥野菜の試食会



［集落の将来像]
○ 集落の中核をなす営農生産組織を作る。
（農業機械の効率的な活用と営農研究）
○定年退職者の帰農を進め新営農組織が支援活動を展開する。
○高齢者の生きがい営農支援
○集落内外の非農家との連携による、低農薬・有機肥料による農産物の生産活動
○高品質で美味な米の生産地である当集落の、健康で自然美溢れる環境を次の世代へ継承する。

［将来像を実現するための活動目標]
○用排水路・農道の維持管理活動及び獣害防止活動を継続的に実施
○地場農産物を活用した加工食品の販売を実施して地区の活性化に寄与する
［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 周辺林地の下草刈り 機械農作業の共同利用のための
（年１回） 研究と積立

個別対応
個別対応 共同取組活動

農道・水路の維持・管理
・清掃 年２回 乾燥野菜への取り組み 鳥獣害対策へ集落ぐるみで取り
・草刈り 年２回 （乾燥野菜を使った料理 組み
・簡易補修 年２回 の研究、試食会の開催） （目標 電気牧柵 ５か所）

共同取組活動 共同取組活動 共同取組活動

非農家との連携による交 担い手への作業委託化を図り、
流（カントリーレストラ 耕作放棄を防止する。
ン渓流荘での加工品の販 目標面積＝6.8ha
売）

共同取組活動
個別対応

４．取組による変化と今後の課題等

電気牧柵の設置は、予定通り実施し、鳥獣害対策を行っている。また、機械の共同

利用へ向け、交付金を積立てている。乾燥野菜について試食会を開催し、非農家との

交流を深め、「カントリーレストラン渓流荘」での加工品の販売を始めている。しかし、

担い手への作業委託化は進まず、今後の課題になっている。

［平成21年度までの主な成果］
○地元にある「カントリーレストラン渓流荘」での加工品の販売
○ 非農家との交流行事の実施



＜都市住民等との交流を実施している事例＞

○小学生の稲作体験実習

１．集落協定の概要

市町村･協定名 愛知県新城市 吉川上林－２
しんしろしよしかわうえばやし

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
1.4ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 25％
11万円 共同取組活動 各担当者の活動 5％

75％ 集落マスタープランの将来像を実現するための活動 23％（ ）
鳥獣被害防止対策、水路・農道の維持管理 44％
事務費 3％

協定参加者 農業者 6人

２．取組に至る経緯

本集落は、近年の高齢化と鳥獣被害、更には米価の低迷等により農業に対する意欲

が衰退し、耕作放棄地の発生が懸念されていた。また、高齢化に伴い、個々の農家で

の農作業も困難な状況であったため、農作業の共同化や機械の共同利用を図ることが

課題であった。これらの課題を集落が一体となって解決するため、本制度に取り組む

こととなった。

３．取組の内容

集落マスタープランに掲げた将来像の実現に向け、育苗施設や田植え機等の保有状

況調査の実施や、売れる米づくりのため有機栽培米や特殊米の試験栽培を行い、併せ

て米の販売先の調査を行っている。また、鳥獣害対策として、共同で電気柵を設置し

た。その他、都市部や地元の小学生を対象に田植えや稲刈り体験実習の実施など、集

落の活性化を図るとともに、将来を担う子供たちの米づくりに対する理解を深めるた

めの活動を積極的に行っている。

田植え体験 稲刈り後のバーベキュー大会



［集落の将来像]
○ 共同育苗の実施、田植機の共同利用を継続し、農作業の効率化及びコスト低減に努め、なお環境に配
慮した栽培方法の確立、食味の良い米づくり、特殊米の導入等売れる米づくりに取り組み、稲作収益の
向上を図る。

]［将来像を実現するための活動目標
○ 共同育苗の実施、田植機の共同利用を継続するとともに、付加価値のある有機米や特殊米（酒米、紫
黒米、巨大胚米）の導入を行い、売れる米づくりに取り組む。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地法面の定期的な点検 魚類・昆虫類の保護 機械農作業の共同化
（ホタル） （育苗、田植えの共同作業34a

・水路 年2回 実施、目標143a）
清掃、草刈り 共同取組活動

・農道 年2回 共同取組活動
草刈り、簡易補修

冬季の湛水化
共同取組活動 堆きゅう肥の施肥等 高付加価値型農業の実践

有機無農薬栽培（目標43a）
個別対応 特殊米栽培（目標15a）

鳥獣害防止対策(1.1ha)
共同取組活動

共同取組活動 2～3回の代かきによる脱
除草剤稲作の実施

自然生態系の保全に関する学校
個別対応 教育との連携

共同取組活動

４．取組による変化と今後の課題等

・都市部や地域の住民、小学生らとの交流により、集落に活気がでてきた。

・農作業の共同化や高付加価値農業に取り組むきっかけとなった。

・しかしながら、米価下落は進む一方で、今後の栽培意欲の低下が心配される。

［平成21年度までの主な成果］
○ 鳥獣害防止対策のための電気柵の共同設置により、イノシシ等による被害が減少した。
○ 集落の活性化や将来に向けた話し合いが、活発に行われるようになった （年間４、５回増）。



＜ＮＰＯ法人等の非農家等との連携を実施している事例＞

○景観や自然生態系の維持・向上に向けた取組

１．集落協定の概要

市町村･協定名 三重県伊賀市種生
い が し た な お

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
15.0 ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 50％
300万円 共同取組活動 集落担当者の研修会等 5％

50％ 水路農道等の維持管理 33％（ ）
鳥獣害防止対策 8％
積立 4％

協定参加者 農業者 34人

２．取組に至る経緯

当集落は高齢化による個別営農の困窮化、後継者不足等により農用地の管理が

行き届かず、荒廃地が増加する傾向にあった。

このような状況の中、平成６年度当時の地区住民総会で 「種生地区活性化推進計、

画」を作成し、農地保全・景観保全・環境創造を目標に掲げて、県営ほ場整備や、

史跡周辺整備などに取り組み、高齢者でも元気に農業が続けられるような集落環境

の整備を進めおり、当制度においても、活性化推進計画を達成するうえで、重要な

制度として位置づけられ、期対策より取り組んできたところである。

３．取組の内容

県営ほ場整備と同時期に、ほたるが水路に生息しやすいように自然石で水路を再

整備した結果、年々ほたるの数が増加してきた。この自然生態系の保全活動では、

地元の子ども達と一緒に水路の清掃を行ったり、周辺地区との協働により「ほたる

まつり」を実施している。

また、廃校となった木造校舎を整備活用する地域内のＮＰＯ法人と連携し、都市

住民との交流が行われているほか、農家民宿の立ち上げも検討されている。

農道や農地法面の管理は共同取組で実施しているが、今後は営農活動の合理化に

向け、共同機械の導入と、その後の営農組織化を検討している。

景観作物の作付け ほたる水路の整備



［集落の将来像]
農地の耕作者は、60歳後半から70歳半ばまでが中心であり、今後の農作業後継者の育成が急務となっている。
そんな中、会社や役所勤めの団塊の世代が退職後、耕作を引き継ぐ期待が高まっており、その人たちを中心として当集
落の共同作業等を行い、ほ場整備をした田畑の耕作を継続させる。
また、地域内に誕生したNPO法人等との連携により、都会の子ども達の体験学習の場としても活用するほか、
地域景観の美化に向けての取組を進める。

［将来像を実現するための活動目標]
定年退職した団塊世代の中から、リーダーとなる担い手を選出し、組織的な維持管理について検討を

進める。一方、ほ場整備を行っていない農用地については、今後維持管理ができるかどうかを検討した
上で、林地化や景観作物の作付けも検討する。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理（田15ha） 周辺林地の下草刈り 機械、農作業の共同化
（8.0ha、年3～4回） ・既存の農業機械の共同利用

個別対応 ・共同利用機械の導入
個別対応 (コンバインの共同利用を1.5ha

（10％）実施、目標1.5ha)
（ ）鳥獣害防護柵設置 電気柵500m

景観作物作付け 共同取組活動
共同取組活動 （アジサイ等を作付）

共同取組活動 営農組合の設立
農地法面の定期的な点検
（年3回及び随時） 共同取組活動

魚類・昆虫類の保護
共同取組活動 （ほたる水路の清掃）

自然生態系の保全と学校教育等と
共同取組活動 の連携

水路・農道の管理 （子ども達と一緒にほたる水路の
・水路3.0km、年3回 清掃）
（清掃、草刈り） （環境保全講演会の開催 年1回）
・農道2.5km、年3回
（補修、草刈り） 共同取組活動

共同取組活動

ＮＰＯ法人と連携して都市住民との交流や、生態系保全を推進

４．取組による変化と今後の課題等

これまでの取組により、協定参加者のみならず、地域住民の環境に対する意識が

向上し、地域の活性化が少しずつ進んでいる。一方で、高齢化による農作業の担い

手づくりが課題となっているため、集落営農組織の設立を目指したい。

［平成21年度までの主な成果］
○ 都市住民との交流による地域の活性化
・ ほたるまつり参加者概数（100人(H17)、200人(H18)、300人(H19)、400人(H20)、500人(H21)）
ほたるウィークでは、毎年延べ2,000人以上の見学者が訪れている。

・ 星空観察会参加者概数（100人(H17)、200人(H18)、300人(H19)）
○ 個人で所有していたコンバイン・トラクター・田植機などの農業用機械の共同化（1.5ha）



＜農地・水・環境保全向上対策と連携して効果的な取組を実施している事例＞

○里山の生物多様性の保全と集落ぐるみの獣害対策

１．集落協定の概要

市町村･協定名 三重県多気郡 大台町 滝 広
たきぐんおおだいちょう たきひろ

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
1.2ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 50％
21万円 共同取組活動 農業機械購入等 25％

50％ 獣害対策 15％（ ）
農用地、水路の維持管理 10％

協定参加者 農業者 4人、水利組合 1人

２．取組に至る経緯

圃場整備により、かつての谷津田の乾田化し、さらに農薬散布によって、湿地・

湿田で生息していた生き物が非常に少なくなってしまったことから、このような生

、 。き物が生息できる環境を整えながら 無農薬・無化学肥料で農業生産を行うことにした

また、集落住民の高齢化や獣害により農業をやめたり、家庭菜園を作らなくなっ

たりするなど農業に対する生産意欲が低下してきたため、ボランティア組織を立ち

上げ、環境美化やサルの遊動調査・追い払いを実施することにした。

３．取組の内容

田の取水口に約１００㎡のビオトープ池を掘り、生き物が田と池を自由に往来で

きるようにした。また、約２０ａの田において冬期湛水を行っうとともに、農用地

内の約８０％の田において完全無農薬有機栽培を実施した結果、これらの田におい

て冬期に産卵を行うヤマアカガエルの産卵が確認されたほか、メダカ、タニシ、イ

トミミズ等が増殖し、野鳥のエサ場にもなっている。また巻貝類も増え、夏はヘイ

ケボタルも多く見られるようになった。

獣害対策では、集落内にサルを入れないよう、テレメーターによりサルの群れの

動きを知り、接近した際に花火で追い払うこととしており、未然に被害を防いでい

る。また、シカ、イノシシについては、集落全体約２ｋｍを囲う柵を設置し、更に

谷川等では電気柵も使用することによって侵入を防いでいる。このほか、月１回程

度、行政や区ボランティアで「けもの会」という会合を持ち、獣害対策についての

話し合い、住民の意識向上のためモデル畑の設置、勉強会を随時実施している。

集落全体への防獣ネット張り ビオトープ池による生態系保全



［集落の将来像]
当集落は、急傾斜地であるため耕作放棄されれば、土砂流出、地滑り等の自然災害が起こりやすい状

況にある。その耕作放棄地発生の一因である獣害も深刻な状況にあるため、集落ぐるみによる獣害対策
を継続的に行うとともに、落葉樹を中心とした里山景観を復元し、自然生態の保全に努め、自然豊かな
農村の維持を目指し活動を推進していく。

［将来像を実現するための活動目標]
集落ぐるみによる獣害対策を継続して実施するとともに、水田の多面的機能を維持し、多様な生き物

が生息できる環境を整備する。さらに、子ども達も参加できる観察会や生き物調査などを開催し、生き
物の恐れや痛み、感謝の気持ちを教育する場、地域の憩いの場となるようにする。
［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能増進活動 その他の活動

耕作放棄地の復旧管理 10a 周辺林地の下草刈り 獣害対策（ ）
教育分野等他方面への利用 （年1～2回） （サルの追い払いと防獣ネット（ ）

の管理）
共同取組活動 共同取組活動

共同取組活動

用・排水路、農道の保全管理 景観保全と土壌流亡の未
然防止のため、農道法面 担い手への農業技術の伝承

共同取組活動 への雑木・花木の植栽
個別対応

共同取組活動
無農薬・無化学肥料による水
稲の栽培、管理（60a）

田んぼ内ビオトープの維
個別対応 持管理

個別対応

４．取組による変化と今後の課題等

農業生産においては、無農薬・無化学肥料で、ある程度の収穫が得られるように

なった。また集落の古道や作業道周辺の伐採・草刈りをすることで、農用地を含め

た里山の景観が維持されつつあり、かつての生き物たちも戻ってきて、豊かな生態

系もできつつある。将来は観察会等も開催し、教育活動の場としても利用したい。

獣害対策については、協定農用地を含む集落全体を防獣ネットで囲い、かなりの

効果はあったが、今後、取組の検証等を行っていく必要がある。

［平成21年度までの主な成果］
○ 田んぼ内ビオトープの設置、冬期湛水により豊かな生態系ができつつある。

・ヘイケボタルの個体数増加 2008年 6月 7日 103匹

2009年 6月11日 248匹

・ヤマアカガエルの産卵状況 1月中旬から3月頃まで約100個の卵塊を産む。

○ 耕作放棄地がなくなり、企業のＣＳＲ活動とも協働し、周辺環境を整備。

○ サルの追い払い、集落囲いネットの設置による獣害の減少。




